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1は じ め に
バ ブル経 済崩壊以 降の 日本企業 の長期的 な低 迷 を背景 として,こ れ まで 日本
企業の競争 力の源泉 とされて きた 日本的経営 の限界が指摘 され,欧 米型 経営へ
の収敏 の必 要性が盛 んに主張 されてい る。 しか し,海 外 に 目を転 じれば,こ う
した 日本 的経営の 限界論 とは全 く異 な った現象 が見受 け られ る。そ れは,近 年,
多 くの欧米企 業が,日 本 企業 の経営 手法 を学習 す るこ とに よって,競 争力 を回
復 させ ている ことで ある。
なぜ,日 本 におい て限界 が指摘 されてい る 日本 企業の経営手 法が,欧 米 では,
優 れた経営 手法 と して,多 くの企業 の競争力 の向上 に役立 ってい るの か。 本稿
では,こ の一見 矛盾 した現 象 に注 目し,そ の理 由 を説明す る ことを試 みる。そ
のため に,本 稿 では,TQC(totalqualitycontrol)を取 り上 げる。TQCは,
日本 企 業 の優 れ た 経 営 手 法 の一 つ で あ り,欧 米 で は 一般 に,TQM(total
qualitymanagement)として広 く浸 透 して い る(Womac,JonesandRoos,
1990;KennyandFlorida,1993,Cole,1995;WomacandJones,1996;Liker,
1998)。
こ う した現 象 を説 明す る に際 して,2つ の仮 説 が 考 え られ る。1つ は,
TQCの 収穫 逓減説 と呼ぶ こ とがで きる もので ある。 この仮説 に よれば,TQC
の成果 は収穫 逓減的 であ り,長年 この活動 に携 わっている 日本企業 において は,
TQCへ の投資 が成果 を上 回 るこ とによって,そ の 限界 が露呈 す るので ある。
一方,欧 米 企業 におい ては,こ れ まで ほ とん どTQCが 行 われ てこなか ったた
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めに,TQCへ の投資から得 られる成果が大 きく,それが競争力の向上に貢献
していると考えるのである。すなわち,日 本企業では,既 に成果がつみ取 られ
ている一方で,欧 米企業では,未 だにつみ取 られていない部分が多 く残 されて
いるために,こ うした矛盾 した現象が起 こると考えるのである。 この収穫逓減
説をとれば,欧 米企業は,日本的なTQCを その まま導入 したに過 ぎない とい
うことになる。
一見,この収穫逓減説は,有 力な説明のようにみえるが,必 ず しも現象の全
てが説明されているわけではない。なぜなら,後述する米国のマルコムボル ド
リ ッジ国家 品質賞(MalcolmBaldrigeNationalQualityAward;以下 では
MB賞)を モデルとした 日本経営品質賞が創設 されたことやソニーやキャノン
などの日本企業が,モ トローラによって生み出された品質管理手法であるシッ
クスシグマを導入 していることなど,日 本生まれのTQCの 逆輸入と考えられ
る現象が見 られるためである1)。このようなTQCの逆輸入と見 られる現象は,
日本企業においても,未 だTQCが 成果 をもたらす余地が十分にあることを示
しているものと考えられる。
考 えられるもう1つ の仮説は,「優れた米国企業が,日 本的TQCの 導入の
過程 において,新しい革新 を追加することによって,競争力を向上させている」
というものである。すなわち,米 国企業によってTQMの 導入の過程で付け加
えられた新たな革新が,競 争力の向上に役立っていると考えるのである。本稿
では,成 功事例が数多 く報告されている米国企業 におけるTQMの 取 り組みを
1)日 本経営品質賞は,1996年に 日本版MB賞 として,働 社会生産性本部 によって
創設された。これまでNEC半 導体事業グループやアサヒビールなどが受賞 して
いる。 日本経営 品質賞のサイ ト(http://wwwlameshnet.or.jp/jqa/)では,こ
の賞 に関する様々な情報が提供 されている。 また,シ ックスシグマは,モ トロー
ラ社 によって開発 された品質改善手法であ り,統 計上の数値である 「6σ」を目
標 として行 われる全社 的かつ体系的な活動である。「6σ」 とは,「製品を100万
個作ったときに不良率 を3,4個 にする」 という高レベルの目標である。現在で
は,GE,IBM,ABB,TI等 の欧米企業が実施 してお り,ま た日本企業では,
ソニー,キ ヤノン,東 芝等が導入 している。 シックスシグマ活動の詳細 について
は,青 木他(1998)を参照 されたい。
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分析す ることによって,上 記 した矛盾 した現象の理由として,TQCの 収穫逓
減説 よりも,こ の仮説が妥当であることを検証する。
本稿の構成は以下のようになっている。まず,次 節において,日 本企業にお
けるTQCの 一般的な特徴を明 らかにし,今 日的環境の下で顕在化 している逆
機能 についてみてい く。第皿節では,米 国企業におけるTQM活 動の実態を概
観する。第IV節では,米 国企業におけるTQMの 成功事例 を分析 し,い くつか
の優れた取 り組みを抽出する。第V節 では,上 で設けた仮説の妥当性の検証を
行い,最 後に,日 本的TQCの 再構築のあ り方について若干の検討 を行う。
ll日 本 的TQCと その逆機能
1日 本的TQCの 特徴
TQCは,高 品質かつ低価格の 日本製品の背後 にある優れたモノづ くりの仕
組みの中心的な構成要素である。本稿では,多 くの 日本企業で標準的に行われ
ているものを,特 に日本的TQCと 呼ぶことにす る。以下では,日 本的TQC
の中心的な特徴 についてみていく。
TQCの第1の 特徴は,顧 客志向であるということである。TQCで は,短
期的な利益を最大化することよりも,顧客ニーズを満たすことが優先 され,そ
のことが長期的な利益をもた らす とされる。 また,各 工程は,顧 客である次工
程のニーズを満たすように活動 し,そ うした各工程間の顧客連鎖を通 じて,全
ての工程が最終的な顧客に繋がる。
TQCの第2の 特徴は,全 員参加 によって実施 されることである。全ての従
業員は,定 められた仕事 を行 うだけではなく,QCサ ークルなどの小集団活動
を通 じて,現場で生 じる問題の原因を分析 し,解決することに自発的に関与す
る。
TQCの第3の 特徴は,現 行の製品やプロセスを安定や維持 させることより
も,それ らを継続的に改善することによって,品 質の向上及びコス トの低減を
図ることが重視されることである。そ もそもTQCにおいては,完全 な製品や
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プロセスの設計は不可能 ということが前提 とされてお り,問題が発生 した都度,
その問題を解決することによって,よ りよい製品やプロセスを実現 してい くこ
とが志向されるのである。
TQCの第4の 特徴は,標準化が重視 されるということである。標準化 とは,
組織の一部で行われている優れた仕事のや り方 を文書化やマニュアル化するこ
とによって,垂 直的及び水平的に展開し,組織全体で共有 しようというもので
ある。この標準化の重視は,一 見,継 続的改善 と矛盾するように思われる。な
ぜなら,標準化 という用語 には,定 められた仕事のや り方を守るという意味が
含 まれてお り,そのことが仕事のや り方を継続的に変更することと矛盾するよ
うに見 えるためである。 しか し,TQCで は,標準 自体が頻繁に改訂される点
で,一 般的な標準化とは異なっている。
TQCの第5の 特徴は,改善活動を行うために特定の問題解決ツールが適用さ
れることである。代表的な問題解決ツールとしては,QC七 つの道具やQCス
トー リーなどがある。これらの問題解決ツールが,PDCA(plan-do-check-act)
とい うサイクルの中で適用 されることによって,改 善活動が促進 される。
以上のような特徴 をもつ 日本的TQCに は,環 境の変化に対 して,製 品やプ
ロセスを継続的に改善することによって適応することを可能 とする組織学習の
メカニズムがビル ドインされてお り,日本企業の競争力の源泉の一つとなって
きた。
2環 境変化 と日本的TQCの 逆機能の顕在化
これまで 日本企業の競争力の源泉 となってきた日本的TQCで あるが,バ ブ
ル経済崩壊以降の環境の下で,様 々な限界が指摘されている。これは,環 境の
変化に伴い,日 本的TQCの 逆機能が顕在化することによって,こ れまで競争
力の源泉 となってきた順機能が打 ち消されていることが原因 となっていると考
えられる。以下では,ど のような環境変化によって,ど のような逆機能が顕在
化 しているのかについてみてい く。
まず,日 本的TQCの 逆機能を顕在化させる要因として,経 済基調の変化が
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あげられる。一貫 して成長 してきた 日本経済であるが,も はやこれまでのよう
な成長は望めない。こうした低成長時代の到来は,品 質の自己目的化,過 剰品
質,散 漫な改善活動,部 分最適化などを通 じて日本的TQCが もたらす非効率
な資源配分を顕在化 させている。
また,欧 米企業による製品やサー ビスの品質の面での逆キャッチアップも,
日本的TQCの 逆機能を顕在化させ る要因となっている。つ まり,欧米企業の
逆キャッチアップによって,「いい ものを安 く作る」 という日本的TQCの 強
みが,相 対化 しているのである。このことは,「いかに上手 く作るか(且ow)」
のみが過度に重視され,「何 を作 るか(What)」が軽視されて きた という日本
的TQCの 欠点 を顕在化 させてい る。 日本 的TQCに おいて 「何 を作 るか
(What)」が軽視されていることが,革 新性の欠如や日本企業同士の熾烈な同
質的競争の原因となっているもの と考えられる。
さらに,労 働者の高齢化,若 年労働者の価値観の変化,環 境問題 に対する関
心の高まり,投資家からの圧力の高 まりなどの要因が,日 本的TQCの 欠点を
顕在化 させている。 これまで日本的TQCに おいては,顧 客満足が過度に重視
される一方で,投 資家,従 業員,サ プライヤーなどの他の利害関係者が軽視 さ
図1環 境変化 と日本的TQCの顕在化
バブル崩壊以後の環境変化
・低成長時代
・欧米企業の逆キャッチアップ
・社会環境の変化
日本的TQCの特徴
・顧客志向
・従業員参加
・継続的改善
・標準化
・問題解決ッール
⇒ 日本的TQCの 逆機能の顕在化・非効率な資源配分・「何を作るか(What)」の軽視・過剰な顧客志向による他の利害
関係者の軽視
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れてきたといわれる(藤 本 ・武石,1994)。したがって,新 しい環境の下で,
取 り巻 く利害関係者間のバ ランスをいかにとるかが重要な課題 となっている。
図1に は,バ ブル経済崩壊後の環境変化 と日本的TQCの 逆機能の顕在化の
関係が示されている。
皿 米国企業におけるTQMの実態
1米 国企業 へのTQMの 浸透
前 述 した よ うに,日 本 企 業 で 生 み 出 され たTQCは,米 国 にお い て は,
TQMと して,一 般 的 に広 く浸 透 してい る。ArthurD.Littleが1991年に実 施
したサ ーベイ調査 によれば,対 象 とな った米 国の大 企業500社の うち93%が,
何 らか の形 でTQMを 採用 して いる(ArthurD.Little,1992)。こ うした こと
か ら,TQMは 現在,米 国企 業 にお いて進行 している従来 の大量 生産 システム
(massproductionsystem)から新 しい シス テムへ の変革 を促 す重要 な要 因の
一 つ とな っ て い る とい わ れ る(AppelbaumandBatt,1994)。以 下 で は,
TQMが どの ように して米 国企 業 に浸 透 して い った のか につ いて概 観 してい
く。
まず,TQMが 米国企業 に浸透す る最初の きっかけ となったの は,1970年代
後半 か ら1980年代 初頭 にかけて,米 国全土 に危機i意識が広 まった こ とである。
それ まで米 国では,日 本企 業の成功 の原因 として,日 本 の特殊 な文化 や政治経
済環境 な どのマ クロ要 因が強調 される一方 で,日 本企業 の経営 手法が注 目され
る ことは少 なかった。 また,日 本企 業の経営手法 に 目が 向け られ るこ とがあ っ
た として も,あ くまで も日本 の特殊 な文化 の産物 と して であ り,米 国企業 にと
って学習 の対象 となる ことはなかった(Dunphy,1987)。
しか し,当 時,多 くの米国企業 が 日本企業 に よって急速 に米国市場 を奪 われ
てい った こ と,ま た,1980年に,NBCのTV放 送が 「日本 にで きて,な ぜ ア
メ リカにで きない のか("lfJapancan,whycan'twe?")」とい う…警鐘 を鳴 ら
した こ とに よって,米 国全 土 に危機 感が広 ま り,JIT生 産方式やTQCな どの
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日本企業の優れた経営手法が注 目されるようになったのである。 この時期,日
本企業に市場を奪われたフォー ド,ゼロックス,ヒ ューレットパッカー ド,モ
トローラなどの企業が,日 本企業を対象 としてベ ンチマーキングを行うことに
よって,米 国における最初のTQM導 入企業 となった(Carpp,1989)。また,
この時期には,「QCサークル ・ブーム」が巻き起 こり,多 くの企業でQCサ ー
クルが実施されるようになった。これは,多 くの米国企業において,品 質問題
の主要な原因は,現 場の従業員のモラルが低いことにあると考えられてお り,
それを克服するための有効な手段 として,QCサークルが導入されたのである。
しかし,ト ップマネジメントのリーダーシップや管理者のコミットメントが不
足 していたことから,QCサ ークル導入の成果は限定的なものであったといわ
れる(LawlerandMohrman,1985;Kano,1995)。
ついで,米 国企業へのTQMの 浸透を促 したのは,MIT産 業生産性委員会
による 「MadeinAmerica」報告であった(DertouzosetaL,1989)。この調査
プロジェク トは,米 国の競争力が低下した理由とその事態を打開するための方
策を見いだす ことを目的 として行われた。この調査報告では,今 日的な環境の
下で高い業績を上げている企業の特徴 として,① 品質,コ ス ト,納期の同時改
善に努力 したこと,②顧客 に密着 したこと,③供給業者 との関係に密接 したこ
と,④戦略的に優i位に立つため技術 を効果的に利用したこと,⑤企業の適応力
強化のため,組織の階層 を減 らし細分化の程度 を低めたこと,⑥継続的学習,
チームワーク,参 加意識 適応力などを増進する人事方針を採用 したこととい
う6つ の成功要因が指摘 された2)。これ らの要因のほとんどが,日 本企業の
TQCから抽出されたものであったことか ら,その導入の必要性が唱えられた。
また,1987年に設置 されたマルコムボル ドリッジ国家品質賞も,米 国企業へ
のTQMの 導入 を促す制度的要因となっている。MB賞 は,米 国企業の競争
2)同 調査報告 は,米 国の競争力 を低下 させた原因として,① 時代遅れの経営戦略,
②短期的視野,③ 開発 と生産における技術的な弱 さ,④ 人的資源の軽視,⑤ 協調
体 制の欠如,⑥ 政府 と産業界 の足並 みの乱れ とい う6つ 要 因 を指摘 している
(Dertouzosetal.,1989)。
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力を高めることを目的 として,日 本企業のTQCを モデルに設置 された国家品
質賞である。MB賞 で審査 されるのは,優 れた製品やサービスを生み出すた
めの仕組み としての 「経営の質」であ り,あ らか じめ明示 されている審査基準
(criteria)に基づいて審査が行 われる。 この審査基準は,優 れた品質経営 の
実務 と理論を集約 したものであ り,「現代経営のテキス ト」ともいわれ,毎年,
約10万部が無料配布 されており,隠れたベス トセラーとなっている。多 くの米国
企業が,こ の審査基準に基づいてセルフアセスメント(自己診断)を行 うことに
よって,競争力を向上させているといわれる(Garvin,1991)。こうしたMB賞
の審査基準によるセルファセスメントを通じて,TQMが大規模に伝播している。
さらに,1980年代か ら1990年代にかけて増加 した日本企業による対米直接投
資が,米 国企業へのTQCの 浸透 を促 している。米国に工場を設立 した 日本企
業が直面した大 きな問題の一つは,現 地のサプライヤーが,日 本企業の品質要
求を満たすことができないということであった。そこで,日 本企業は,現 地サ
ち
プライヤーに対 して,技 術者の派遣や教育活動を行 うことによって,品 質管理
の水準 を高めていった3)。こうした米国に進出した日本企業 と現地企業の取引
関係を通 じて,TQMの 移転が進行 している(KennyandFlorida,1993)。また,
トヨタとGMの 合弁企業であるNUMMIの成功 も米国へのTQMの 浸透に拍
車 をかけている(Womacetal.1990;Adler,1992;AdlerandCole,1993)。
NUMMIは,閉鎖されたGMの フリーモン ト工場 を再生 したもので,敷 地,
工場設備,労 働力など主な生産要素に関しては,基 本的に旧フリーモ ント工場
のものが使われてお り,また労働組合 も存在 している。旧工場 と違っているの
は,ト ヨタ生産方式が導入された点である。にもかかわらず,NUMMIの 生
産性 は,旧 フリーモ ント工場のほぼ二倍 であるといわれる。 こうしたNUM-
MIの成功は,日 本 とは文化や制度が全 く異なる米国において も,TQMが 有
効に機能することを実証 してお り,TQMの 浸透を促 している。
3)当 初,日 本からの部品の輸入や日本のサプライヤーの海外進出によって対処 しよ
うとしたが,近 年では急激な円高の進行やローカルコンテンツの規制などのため
に,現 地のサプライヤーから部品を調達せざるを得ない状況におかれている。
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2TQMの 実施 とその成果
米国企 業 にお けるTQMの 導入 に際 して,最 も問題 とされ たの は,「品質へ
の投 資が成 果 を もた らす のか(DoesQualityPay?)」とい う点 であ った。 これ
は,多 くの論 者 によってTQMの 有効性 が主張 され,ま た,米 国企業 に広 く浸
透 してい るに もかか わ らず,TQMの 実 施 とその成果の関 わ りが,明 確 に され
ていない ためであ る。 この問題 に対 して,米 国ではい くつか の研 究調査が 行わ
れ てい る。以下 で は,主 な調 査結果 をみてい く。
まず,1988年及 び1989年度 にMB賞 に応募 した企 業 の中 か ら最 もス コアの
高 か っ た 企 業20社 を対 象 と して,U.S.GovernmentGeneralAccounting
Office(GAO)が実施 した調査 によれば,こ れ らの企業 は,良 好 な従業員 関係,
製品 品質の改善,低 コス ト,顧 客満足 の改善 な どを達成 している と報告 されて
い る(US.GAO,1991)。
また,1991年に,AuthurD.Littleによって実 施 されたサーベ イ調査 によれ
ば,回 答 の あっ た企業 の うち35%が,TQMの 導 入 に よって重 要 な成果 を上
げ てお り,ま た,62%の 企 業が,3年 後 に は重 要 な成果 が もた らされ る と期
待 している こ とが 明 らか にされてい る(AuthurD.Little,1992)。
米 国 品 質財 団(AmericanQualityFoundation)とコ ンサ ル タ ン ト会社 の
ErnstandYoungのジ ョイ ン トプ ロジ ェク トであ る国際 品質 調査 に よれ ば,
プ ロセス改善 とサ プ ライヤー認証 な どのTQMの い くつ かの構成要素 は,国 に
関わ らず,業 績 の改 善 に寄与 するが,他 の構 成要素 について は,TQMの 進展
の 程 度 に よ っ て業 績 へ の 影響 が 異 な っ て い る こ とが 明 らか に され て い る
(AmericanQualityFoundationalldErnst&Young,1992)。
さ らに,Powell(1995)では,資 源ベ ース理 論(resource-basedtheory)
の視点か ら,持 続的 な競 争優位 の源泉 としてのTQMの 役 割 につい て調査 が行
われて いる。調査結果 は,TQMの 成功 に とって重要 なのは,品 質訓練,プ ロ
セス改善 な どの ツールでは な く,開 放的 な文化,従 業員 のエ ンパ ワメ ン ト,経
営 者 の コ ミ ッ トメ ン トな どの無形 の 資源(intangibleresources)であ る こと
を示 している。
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これ らの調査結果から,TQMと その成果に関して,必 ず しも明確な因果関
係 を導 くことはできない。しか し,これらの調査結果は,TQMの 成果 として,
製品品質の向上のみならず,低 コス ト,従業員満足,顧 客満足など多様なもの
があること,TQMか ら優れた成果がもた らされる場合があること,TQMを
導入 した全ての企業が優れた成果をあげているわけではないことなどを示 して
いる。
1V米 国企業におけるTQMの特徴
米 国企業 におけ るTQMの 取 り組み について は,こ れ まで ケースス タデ ィを
通 じて,数 多 くの 成 功 事 例 が 報 告 され て い る(Womacetal.,1990;Adler,
1992;Kenny&Florida,1993;Cole,1995;WomacandJones,1996;Imai,
1997;Liker,1998など)。また,MB賞 を受賞 した企業 について は,そ の優 れ
た取 り組 み を米 国産 業全体 で広 く共有す る とい う目的か ら,広 く一般 に公 開 さ
れて いる4)。そ こで,本 節 では,米 国企 業 にお けるTQMの 成功 事例 を分析す
るこ とに よって,標 準 的 な 日本 的TQCに は見 られ ないい くつ かの優 れた特徴
を抽 出す る。
1全 体最適化の実現
まず,米 国におけるTQMの 成功事例に見 られる特徴の一つは,品 質問題に
対するシステム思考の徹底と トップダウンによる計画策定を通じて,全 体最適
化が実現 されている点である。
日本的TQCに おいては,各 部門毎の取 り組みを中心 として品質活動が行わ
れる。各部門は,仕 事を行うかたわら,現場で生 じる問題を解決することによ
って,製 品やプロセスの改善を行 うのである。経済が成長 してお り,現場での
4)MB賞 受賞企業の取 り組みに関 しては,国 家規格技術研究所(NIST)のサイ ト
(http://www.quality.nist.gov)において広 く一般 に公開されている。
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改善の余地が大 きく,ま た活動の方向性が明確であるという状況においては,
各部門毎の改善をボ トムアップに積み上げるアプローチによって,全 体的な最
適化を実現することがで きた。 しか し,不確実で しかも現場での改善の余地が
小 さくなっているような今 日的環境の下では,各 部門毎 に現場で生 じる問題 を
解決することは,い わゆる 「モグラ叩 き」にすぎず,必 ず しも全体最適化をも
た らさない(青 木他,1998)。
こうした問題を克服するために,優 れた米国企業では,品 質問題に対するシ
ステム思考が重視される。この場合,特に,品質問題に関する 「80対2Qの原則」
というものが強調される。この原則によれば,品 質問題の主な原因は,現 場の
従業員であるという従来の考え方とは対照的に,品 質問題の80%がシステム
の問題によって もたらされると見 なされる。そのため,品 質問題を解決するに
当たっては,前 提 となっているシステムの見直 しを視野に入れた取 り組みが不
可欠であるとされる。
品質問題 に対するシステム思考は,MB賞 の審査基準にも反映されている。
すなわち,MB賞 の審査基準は,(1)リーダーシップ,(2)戦略的計画,(3)顧客 ・
市場の重視,(4)情報 と分析,(5)人材開発 と管理,(6)プロセス管理,(7)事業活動
の成果 という7つ のカテゴリーから構成 されているが,全 体 として優れた価値
を顧客に提供するためのシステムとなっているのである。
以上のようなシステム思考による品質問題の解決 を支援する上で,米 国企業
が得意 とする トップダウンによる計画策定が重要な役割を果たしていると考え
られる。なぜ な ら,TQMが システムであ るとすれば,シ ステム としての
TQMを設計 し,実 施 し,その有効性 を評価することが不可欠であり,そ れを
行 うことができるのは,ト ップマネジメン トのみであるためである。 日本的
TQCのように各部門毎の取 り組みをボ トムアップに積み上げるアプローチで
は,全体 としてのシステムの設計,実 施,有 効性の評価 などを行 うことは容易
ではない。この点,TQMの 実施に成功 している企業 においては,ト ップマネ
ジメントが,シ ステムとしてのTQMの 設計,実 行,有 効性の評価 を行 う上で
重要な役割を果たしてお り,全体最適化が実現されている。
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2顧 客満足 と改善活動の統合
次に,TQMの 導入に成功 している企業の取 り組みとして,顧 客満足 と改善
活動が統合されていることがあげられる。
多 くの企業において,TQMの 実施が経営上の成果に結びつかない原因の一
つは,顧 客満足に結びつかない改善活動が行われていることにあるといわれる
(Kordupleskietal.,1995;Howeetal.,1995)。つ まり,組織外部の顧客 の満
足が反映されることな く,内部的な視点か ら改善活動が行われているのである。
日本的TQCに おいても,顧客満足 と改善活動が,明 示的に統合 されているわ
けではな く,そのことが,過 剰品質や 自己目的化 した改善活動などを誘発する
原因 となっていると考え られる。このように,顧 客満足に結びつかない改善活
動が行われる主要な原因としては,マ ーケティング部門の改善活動への参加が
不十分であるために,外 部の顧客情報が組織全体で共有 されていないことや顧
客情報 と改善活動をコントロールするための内部業績指標がリンクしていない
ことなどがあげられる(Kordupleskietal.,1995)。
この点,米 国におけるTQMの 成功事例の中に,こ の問題を克服するための
取 り組みを見いだすことができる。顧客満足 と改善活動を統合するための一つ
の方法は,従業員に対するインセンティブシステムと顧客満足 を明確にリンク
させることである。一般に,従 業員は,評 価及び報酬に影響を及ぼす ものに関
心をもつ。そこで業績評価のプロセスに,顧客満足 に関する評価尺度を組み入
れることによって,従 業員の改善活動 と顧客満足を結びつけることが可能 とな
るのである。GTEや モン トゴメリーワー ドなどでは,全 てのレベルの管理者
の業績評価に,顧 客満足に関する評価尺度が取 り込まれているといわれる5)
(Grifiinetal.,1995)。また,AT&Tで は,ビ ジネスプロセス,顧 客ニーズ,
ビジネスプロセスを管理するための内部業績指標を明示的にリンクさせること
によって,収 集 された顧客情報を組織内部の改善活動に活用 し,顧客満足 と改
5)地域電話会社 であるGTEテ レホ ン ・オペ レー ションズでは,役 員報酬の20%が
実績を反映 したもの となっているが,こ の20%の内,35%は顧客満足に関す る
目標の達成度 によって支払われることになっている(味 方,ユ995)。
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善活動 のシステマ テ ィックな統合 が図 られてい る。(KordupleskietaL1995)
3改 善活動の加速化
日本的TQCを 環境適応の側面か らみると,そ れは現場で子細なこだわ りな
が ら,小 さい改善を積み重ねることによって,外 部の環境変化に適応 してい く
というものであ り,漸進主義 と呼ぶことができる(梶 原,1998)。また,小 さ
な改善を積み重ねることによって,長 期的には,革 新が もたらされると考えら
れている(lmai,1997)。このような漸進主義は,環 境が安定 している状況に
おいては有効性 を発揮す るが,変 化が激 しい今 日的な環境においては,必 ず し
も十分とはいえない。なぜ なら,急激に変化 した環境に適応するのに,あ まり
にも時間がかかって しまうためである。 したがって,改 善活動が意味をもつた
めには,改 善の速度が問題 とされなければならないのである。
この問題に対 して,TQMの 導入に成功 した企業の多 くが,ベ ンチマーキン
グ(benchmarking)という手法を利用することによって対処 している。ベ ン
チマーキングとは,「最強の競合相手 または先進企業と比較 して製品,サービス,
ブラクティスを測定する継続的作業」である6)(Camp,1989,1994)。自社 の
製品やプロセスの業績を評価するに当たって,過 去の実績などの内部的指標 を
利用 してきた従来的なや り方とは対照的に,ベ ンチマーキングにおいては,企
業内外のベス トプラクティスをベ ンチマークとして,業 績評価が行われる。ベ
ンチマーキングが実施されることによって,ベ ス トプラクティス との業績のギ
ャップが明示されとともに,自 社の製品やプロセスが相対化 される。このこと
が,組 織内のNIH症候群(NotInventedSyndrome)を排除 し,学習 を促進
させ るのに役立つ7)。また,不 確実な環境においても,ベス トプラクティスに
6)ベ ンチマーキ ングの成功事例については,Camp(1989,1994)に数多 く紹介
されている。また,ベ ンチマーキングの管理会計的な位置づけについては,拙 稿
(1996)を参照 されたい。
7)NIH症候群 とは,自 社 のや り方に固執 し,外 部か ら学習することを拒否する と
いう組織成員の性向である。過去の成功体験が強いほど,こ うした性向も強 く,
外部か らの学習 を阻害す る。
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基づ いて 目標設定 を行 うこ とに よって,改 善活動 を加 速化 させ る ことが可 能 と
なる8)。これ までゼ ロ ックス,IBM,AT&T,テ キサス;イ ンス ツル メ ンツ,
リ ッツカール トン ・ホ テルな どの企業 が,ベ ンチマーキ ングを通 じて競争力 を
高 めてい るとい われ る。
4戦 略的品質概念
米国におけるTQMの 成功事例の中には,品 質 と戦略の関係について,日 本
的TQCと は異なる考え方 を見いだす ことができる。
日本企業においては,一 般的に 「製品やサービスの品質を愚直に高めてい く
ことが,競 争優位をもた らす」 と考えられてきた。いわば 「品質自体が戦略」
なのである。これは,日 本企業がこれ までの成功体験 を元に導 き出した考え方
である。 というの も,これまで欧米企業の製品やサービスの品質が相対的に低
かったことから,品 質を向上させること自体が,競 争優位の源泉 となってきた
のである。 しか し,近年の欧米企業による逆キャッチアップによって,状 況は
変化 してきている。す なわち,製 品やサービスの品質が高い というだけでは,
必ずしも市場 に受け入れられな くなっているのである。
こうした 日本的TQCと は対照的に,TQMの 導入に成功 しているい くつか
の米国企業においては,「単純に,製品やサービスの品質を向上 させることが,
必ず しも競争優位をもた らすわけではない」 ということが明確に認識されてい
る。このことは,日 本企業とそうした企業における品質概念の相違に現れてい
る。一般に,日 本企業 においては,製 品やサービスの絶対的な品質を高めるこ
とが重要 とされる。そのため,適合品質や設計品質 といわれる品質概念が利用
されてきた。適合品質とは,実 際にで きあがった製品が,ど の程度,設 計図の
仕様や要求事項を満たしているか示す品質概念である。 また,設 計品質とは,
8)こ れまで 日本企業においては,一 般的に,過 去の実績や組織内の他の組織単位の
業績などに基づ き,内 部的な視点か ら目標が設定されてきたが,こ のことが急激
な変化への適応 を遅 らせている原因の一つとなっている。ベス トプラクティスに
基づいて設定 された目標は,ス トレッチ ・ゴール(stretchgoal)として,組 織
の変化への適応の速度を速めるもの と考えられる。
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製品設計が,消 費者のニーズを的確に反映しているかを示す品質概念である。
一方,一 部の米国企業においては,顧 客価値(CustomerValue)という品
質概念が導入 されている(Gale,1994)。顧客価値 とは,「市場 ・顧客 に競合企
業 との比較において優れていると評価され,受 け入れられる価値」であ り,競
争相手が明確 に意識された晶質概念 となっている(味 方,1995)。日本企業で
重視される適合品質や設計品質が,競 争相手を意識 していない という意味で,
絶対的かつオペ レーショナルな品質概念であるの とは対照的に,顧客価値は,
相対的かつ戦略的な品質概念であるということができる。優れた企業では,顧
客価値 という戦略的な品質概念 を導入することによって,戦 略的計画 と品質を
統合することに成功 している。また,MB賞 においても,戦 略的計画 という
審査カテゴリーにおいて,企 業が顧客価値 を高めるために,ど のように戦略を
策定 し,それを展開しているのか,ま た業績 をどのように追跡 しているのかに
ついて審査 されることになっている。
5形 式主義と官僚化の排除
日本的TQC,特 に,日 本で品質に関して最 も権威のあるとされているデ ミ
ング賞の欠点として,組 織の形式主義 と官僚化があげられる。これは,デ ミン
グ賞を獲得するために,問 題解決ッールの厳格 な適用が要求されること,改善
活動への取 り組みを事実や文書に基づいて示すことが必要とされること,また,
そうしたプロセスを推進するために品質に関する専門家集団が形成 されること
などが主要な原因 となっていると考えられる。
この問題に上手 く対処 している米国企業 として,日 本企業以外で初めてデミ
ング賞を受賞 したフロリダ電力 をあげることができる(Rutledge,1994)。フ
ロリダ電力は,1980年代の中頃から,関 西電力で実施されていたTQCに 習っ
て,QIP(qualityimprovementprogram)という品質改善活動を展開し,1989
年 にデミング賞を受賞 した。 したがって,フ ロリダ電力は,米 国企業であ りな
がら,日本的TQCを そのまま踏襲 した企業であるといえる。 しか し,フ ロリ
ダ電力も,多 くの 日本企業と同様に,デ ミング賞受賞後,組 織の形式主義と官
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僚化 という問題に直面した。そこでフロリダ電力では,日 本的TQCが もたら
す形式主義と官僚化 を克服するために,以 下のような取 り組みが行われた。
フロリダ電力では,QIス トーリー という問題解決 ツールを厳格に適用する
ことによって品質改善活動が実施 されてきた。 しか し,QIス トーリーは,改
善活動を行 うための問題解決のッール としては有効であるが,そ の厳格な適用
は,ペ ーパーワークの増加 と従業員のオーバーワークをもた らす と伴 に,従業
員の革新志向を阻害することとなった。 この問題を克服するために,フ ロリダ
電力では,特 定のツールに従 うことなく問題 を解決 し,革新を行 うことが許容
されるようになった。 また,デ ミング賞獲得のために設けられた専門化集団で
あるQI部門,推 進 グループ及び品質に関する支援サービスが完全に排除され
ることになった。 さらに,そ れまで従業員に対 して行われてきたQIP関連の
訓練 についても,個 人の成長 と顧客満足を実現するために必要 とされるスキル
を提供できるように再設計されることになった。これらの取 り組みに加えて,
フロリダ電力では,組織のフラット化,企 業 ビジョンの変更,従 業員のエ ンパ
ワメン ト,ベンチマーキングの利用,リエ ンジニアリングの実施などを通 じて,
日本的TQCが もた らした組織の形式主義 と官僚化を克服 し,デ ミング賞獲得
のプロセスで失ってきた革新性を取 り戻そうとしている。
6顧 客以外の利害関係者の重視
最後に,TQMの 導入に成功 した米国企業の優れた取 り組みとして,顧 客以
外の利害関係者,特 に従業員が同様に重視 されていることがあげられる。
前述 したように,日 本的TQCに おいては,顧 客満足が過度に強調 される一
方で,顧 客以外の企業の利害関係者,す なわち株主,従 業員,サ プライヤーな
どが軽視されて きた といわれる(藤 本 ・武石,1994)。例 えば,顧 客志向のた
めの短期的利益の犠牲や過度の顧客志向による過剰品質等を通 じて非効率な資
源配分が行われることは,株 主の利害に反するおそれがある。また,日 本的
TQCにおける厳格な問題解決 ツールの適用は,し ばしば個人の革新志向や 自
律性を阻害して きた。QCサ ークルな どの小集団活動は,自 発的 とされなが ら
米国企業によるTQM実践の意義 201
も,集団の圧力 を通 じた強制として実施されてきただけではな く,オー バーワー
クの原因となってきたと考えられる。 さらに,サ プライヤーに対する厳 しい品
質要求 とコス ト削減の圧力は,常 に,サ プライヤーの経営を圧迫 してきた。
TQMの導入 に成功 した米国企i業の取 り組みの特徴の一つは,TQMの 実施
に当たって,顧 客満足(CS)のみならず,従 業員満足(ES)が同様に重視 さ
れてお り,両者が相互に補完 し合っているということである。この点,例えば,
1997年にMB賞 を受賞 したゼロックスのビジネスサービス部門や メル リン
チ ・クレジット・コーポレーションの2社 では,現 場の従業員が顧客ニーズに
自律的に応えることができるように,権 限を委譲 し,責任 をもたせることによ
ってエ ンパワメン トが行なわれているが,こ のことが顧客満足 を高めるだけで
な く,従 業員満足 を向上 させ る上 で重 要 な役割 を果た している。 また,
AT&T-TSBUやフロリダ電力 などの企業では,定 期的に従業員を対象 とし
たサーベイを実施し,従業員満足を向上させるという観点から,改善活動が行
われているといわれる。
顧客以外 の利害関係者の重視 とい う姿勢 は,MB賞 の審査基準 にも反映さ
れている。MB賞 の審査基準における 「事業活動の成果」 というカテゴリー
では,顧 客満足の他 にも,財務及び市場,人 的資源,サ プライヤー及びパー ト
ナーの満足が含まれてお り,過度に顧客満足のみを重視 した企業 には,高 い評
価が与えられない仕組みになっているのである。
V議 論
本稿の目的は,「日本において限界が指摘 されている日本企業の経営手法が,
欧米では,優れた経営手法 として,多くの企業の競争力の向上に役立っている」
とい う矛盾 した現象の理由 として,「優れた米国企業が,日 本的TQCの 導入
の過程において,新 しい革新を追加することによって,競 争力を向上 させてい
る」という仮説が妥当性 をもっていることを検証することであった。本節では,
前節において,TQMの 成功事例から抽出された6つ の優れた取 り組みをふま
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えた上で,こ の仮説の妥当性の検証を試みる。仮説の検証を行 うに当たって,
この仮説を以下の2つ の部分 に分けて検討する。一つは,「優れた米国企業が,
日本的TQCの 導入の過程 において,新 しい革新を追加 した」 とい う前半部分
で,も う一つは,「新 しい革新の追加が,競 争力 を向上 させている」 という後
半部分である。
まず,前 節において成功事例か ら抽出された6つ の優れた取 り組みは,標準
的な日本的TQCに はみられない特徴である。このことか ら,「優れた米国企
業が,日 本的TQCの 導入の過程において,新 しい革新 を追加 した」 という仮
説は支持 されたと考えられる。すなわち,TQMの 導入に成功 している米国企
業は,単 に,日 本的TQCを そのまま導入 したのではなく,新たな革新 を付け
加えることによって,日 本的TQCと は異なったTQMを 展開しているのであ
る。
それでは,な ぜ米国企業は日本的TQCを そのまま導入せずに,新 たな革新
を追加 したのであろうか。このことは,米 国企業における日本的TQCの 導入
の過程 と密接 に関わっていると考えられる。米国企業は,必 ず しも事前の合理
的な意思決定に基づいて,最初か らTQMの 構築を行おうとしたわけではない。
当初,多 くの米国企業が,日本的TQCを そのまま導入 しようとしたのである。
しか し,日本企業によって生み出された日本的TQCを そのまま導入すること
には様々な障害が伴い,ま た日本的TQCに 本来的にビル ドインされている逆
機能が顕在化 した。 こうした問題に直面 し,多 くの米国企業がその導入を断念
するか,部 分的な導入にとどまったのに対 して,一 部の優れた企業では,新 た
な革新 を付け加 えることによって,顕 在化 した日本的TQCの 逆機能 を克服 し
ようとしたのである。すなわち,前 節で成功事例か ら抽出された6つ の優 れた
取 り組みは,い ずれ も顕在化 した 日本的TQCの 逆機能に対する米国企業なり
の対応であったのである。これらのことから,米 国企業におけるTQMの 構築
のプロセスは,必 ず しも速やかなものではなく,日本的TQCの 欠陥 を克服す
るために試行錯誤による学習のプロセスであったということがわかる(Cole,
1995)。
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以上から,仮説の後半部分,す なわち 「新 しい革新の追加が,競 争力を向上
させている」 という仮説 も支持 されたと考えることができる。TQMの 導入に
成功 した米国企業は,導 入のプロセスで顕在化 した日本的TQCの 逆機能を克
服することによって,TQMが もた らす本来的な成果を享受 しているのである。
それでは,前 節でみた6つ の取 り組みが,ど のようなメカニズムでTQMの 成
果をもたらしているのか。この点,6つ の取 り組みが,品 質 と成果のリンケー
ジの明確化,革 新の促進,バ ランス志向という3つ のルー トを通 じて,TQM
の成果をもたらしているもの と考えられる。
まず,品 質と成果のリンケージの明確化 とは,品 質活動とその成果を明確に
リンクさせるによって,より効率的な資源配分を実現することである。これは,
品質の 自己 目的化や過剰品質などによって 日本的TQCが もたらす非効率 な資
源配分を克服するのに役立つ。品質と成果のリンケージの明確化は,全 体最適
化志向,顧 客満足 と改善活動の統合,戦 略的な品質概念 を通 じて実現 されてい
ると考えられる。
また,革 新の促進 とは,不 確実な環境に直面して,漸 進的な改善だけではな
く,必要に応 じて革新 を生 じさせ ることである。革新の促進は,「何を作 るか
(What)」が軽視 されていることからもた らされる革新の欠如や漸進主義によ
る環境適応の遅れとい う日本的TQCの 欠点を克服するのに役立つ。革新の促
進には,全体最適化志向,改 善活動の加速化,戦 略的品質概念,形 式主義と官
僚化の排除が寄与 していると考えられる。
さらに,バ ランス志向とは,顧客などの特定の利害関係者を重視するのでは
なく,顧客,投 資家,従 業員,サ プライヤー,社 会など企業を取 り巻 く利害関
係者の間のバランスをとることである。バランス志向は,日 本的TQCに おけ
る過剰な顧客志向という欠点を克服するのに役立つ。このバランス志向には,
当然なが ら顧客以外の利害関係者の重視が大 きく貢献 しているが,形 式主義と
官僚化の排除も従業員満足 を高めることによって寄与 していると考えられる。
以上の議論か ら,「なぜ,日 本企業で限界が指摘 されているTQCが,欧 米
企業 において,競 争力の向上に役立っているのか」という矛盾 した現状の説明
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図2米 国企業におけるTQM導入のメカニズム
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として,前 述 した成果の限界逓減説 よりも,「優れた米国企業が,日 本的TQC
の受容の過程において,新 しいイノベーションを付け加えることによって,競
争力を向上させている」という説明の方がより妥当であるという結論が導かれ
る。図2は,米 国企業 におけるTQM導 入のメカニズムを示 している。
Wむ すびにかえて一 日本的TQC再構築に向けて
今 日的環境 の下で,こ れまで日本企業の競争力の源泉 となって きた 日本的
TQCが,一定の限界を向かえてお り,何らかの対応を迫 られている。しか し,
欧米企業によるTQMの 実施に見 られるように,日 本的TQCの 全ての概念や
ツールが,役 に立たなくなったわけではない。言いかえると,今 日的な環境の
下で顕在化 している日本的TQCの 逆機能を克服することによって,今 後 とも
日本企業の競争優位の源泉の一つとな りうるのである。そこで,日 本的TQC
を再構築するに当たっては,そ れが本来 もっている強みをさらに強化 し,弱み
を克服することが不可欠であると考えられる。 しか し,日本的TQCの 再構築
を行 うことは,必 ずしも容易なことではない。なぜな ら日本的TQCが,こ れ
までの日本企業の競争力の源泉となってきた組織能力であるからである。過去
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の競争力の源泉となってきた組織能力は,成 功体験 として組織成員の記憶に保
持されているために,硬 直性(rigidities)をもつのである。したがって,日 本
的TQCの 再構築を行 うためには,ま ず,過 去の組織能力が もつ硬直性 を克服
しなければならない。
過去の組織能力の硬直性を克服するための一つの方法は,米 国企業が行った
ように,逆 に,優 れた米国企業のTQMの 取 り組みを対象 としたベ ンチマーキ
ングを行 うことによって,日 本的TQCを 相対化 させ ることである。 日本的
TQCが相対化 され ることによって,そ の強みと弱みが明示 され,学 習が促進
されるものと考え られる。また,日 本的TQCの 逆機能を克服するに当たって
は,第IV節でみた優れた米国企業の取 り組みが参考 となる。なぜなら,米国企
業がTQMを 導入 した際に直面 した問題の多 くが,今 日的な環境で,日 本的
TQCの逆機能として顕在化 している問題 と共通したものであるからである。
日本的TQCの 再構築のプロセスは,米国企業によるTQMの 導入 と同様に,
必ず しも速やかなものではない。そのプロセスでは,日本的TQCの 逆機能を
克服するための試行錯誤 による学習が行われることによって,日 本的TQCの
再構築が行われなければならない。
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